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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第５部門第２区分
【発行日】平成20年5月8日(2008.5.8)

【公開番号】特開2006-300085(P2006-300085A)
【公開日】平成18年11月2日(2006.11.2)
【年通号数】公開・登録公報2006-043
【出願番号】特願2005-118079(P2005-118079)
【国際特許分類】
   Ｆ１６Ｄ   3/26     (2006.01)
   Ｂ６２Ｄ   1/20     (2006.01)
   Ｆ１６Ｄ   1/08     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｆ１６Ｄ   3/26    　　　Ｘ
   Ｂ６２Ｄ   1/20    　　　　
   Ｆ１６Ｄ   1/08    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成20年3月26日(2008.3.26)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２７】
　そして、図４に示す様に、上記ステアリングシャフト２３の先端部を上記両抑え板部２
９ａ、２９ｂ同士の間に挿入した状態で、上記通孔３２を挿通した上記抑えボルト２５の
雄ねじ部３５を上記ナット２６に螺合している。更に、この抑えボルト２５の緊締に基づ
いて上記両抑え板部２９ａ、２９ｂ同士の間隔を縮める事により、これら両抑え板部２９
ａ、２９ｂの抑え面３１、３１を上記両外側平面２７、２７に押し付け、これら各面３１
、２７同士の摩擦係合により、上記ステアリングシャフト２３と上記ヨーク２４とを結合
固定している。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４１】
　尚、図示の例では、上記抑えボルト２５と上記ナット２６とを緊締する以前の状態で、
前記両抑え面３１、３１と前記両外側平面２７、２７との間に存在する隙間の厚さを、こ
れら各面３１、２７の幅方向（図４～５の上下方向）に関してほぼ一定（上記両抑え面３
１、３１と上記両外側平面２７、２７とを互いに平行）としている。これに対して、上記
緊締する以前の状態で、上記両抑え面３１、３１同士の間隔を、上記基端部２８の開口部
に向う程（図４～５の上方程）広くなる様に、前記両抑え板部２９ａ、２９ｂ同士を僅か
に傾斜させても良い。この様な構成を採用すれば、上記抑えボルト２５と上記ナット２６
との緊締に伴って、上記両抑え面３１、３１と上記両外側平面２７、２７との当接圧を向
上させると共に当接圧を均一にして、上記ステアリングシャフト２３と上記ヨーク２４と
の結合強度の向上を図れる。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】００５０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５０】
　　１　自在継手
　　２、３　ヨーク
　　４　十字軸
　　５　軸受カップ
　　６、７　シャフト
　　８　基端部
　　９ａ、９ｂ　抑え板部
　１０　抑え面
　１１　ナット
　１２　ねじ孔
　１３　通孔
　１４　外側平面
　１５　凹部
　１６　アウターシャフト
　１７　インナーシャフト
　１８　スプライン係合部
　１９　中間シャフト
　２０　自在継手
　２１　自在継手
　２２　ステアリングシャフト
　２３　ステアリングシャフト
　２４、２４ａ　ヨーク
　２５　抑えボルト
　２６　ナット
　２７　外側平面
　２８、２８ａ　基端部
　２９ａ、２９ｂ　抑え板部
　３０　連結部
　３１　抑え面
　３２　通孔
　３３　杆部
　３４　頭部
　３５　雄ねじ部
　３６　鍔部
　３７　取付孔
　３８　カバー
　３９　主部
　４０　内向鍔部
　４１ａ、４１ｂ、４１ｃ　外向鍔部
　４２　脚片
　４３　凹孔
　４４　圧縮コイルばね
　４５　透孔
　４６　直線縁
　４７　平坦面
　４８　係合段差面
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　４９　傾斜面
　５０、５０ａ　第一の凹部
　５１、５１ａ　第二の凹部
　５２、５２ａ　連続凹部
　５３　カム部
　５４　平坦面
　５５　雌ねじ
　５６　雄ねじ
　５７　かしめ部
　５８ａ、５８ｂ　シャフト
　５９　シャフト
　６０　シャフト
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